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はしがき 

 

  本報告書は、平成29年度より平成31年度まで、東急建設株式会社と東京都市大学の共同研究課題

として採択された「高減衰・制震構造システムの研究開発」の３年間の研究成果を纏めたものであ

る。 

本研究課題は、平成23年度から3年間に渡り科学研究費の研究助成を受けた「部分免震構造」の

実用化を目指したものである。また、平成24年度から平成26年度まで3年間に渡り国土交通省建設

技術助成研究課題として行われた「限界耐力設計法に対応した免震構造の開発」研究により、実大

の積層ゴム支承で安定に高い軸力を支持することのできる部材開発に目途が立った。この研究成果

を応用することにより、高減衰制震構造システムの理論を実用化することが可能となった。以上の

ように、本研究は、長年にわたる基礎研究と理論研究成果を建物構造の耐震性向上技術として結実

する直前の実証実験と、位置付けられている。3年間の研究開発では、まず、初年度に振動台実験

用鋼構造骨組み模型を設計し、製作することならびに、実施設計用積層ゴム支承のプロトタイプを

検討することが目標であった。2年目である2018年度は、製作した鋼構造骨組みモデルによる大型

振動台地震波加振実験を行い、約10％の減衰効果を確認した。また、初年度に解析検討したプロト

タイプ積層ゴム支承の性能確認実験を部材メーカ（株式会社モルテン）に委託し、実用化に向けた

部材開発も行った。振動台実験は、2018年8月31日に西村研究室を中心として定期的に行っている

研究会にて公開実験を行い、同日、プレス発表を行った。また、振動台実験と解析による事前検討

結果については、2018年11月10日より3日間に渡り開催された、日米設計協議会（日本建築構造技

術者協会主催、ニュージーランド、クイーンズタウン）にて論文発表を行った。 

最終年度である2019年度は、高減衰構造を実現する圧縮型オイルダンパーの技術開発を行った。

試作品は株式会社三和テッキに委託し、仕様を決定する事前解析を行い、工場試験を実施した。  

2020年3月13日には、同社宇都宮事業所において公開の性能確認実験を実施した。東急建設の共同

研究担当者のみならず、三菱地所設計、大建設計、鹿島建設構造設計部、大林組構造設計部、戸田

建設技術研究所、奥村組技術研究所、など主要な建築構造分野の専門家が多数、見学会に参加しダ

ンパーの性能と今後の適応に向けたディスカッションを行った。 

さらに、開発した積層ゴム支承と減衰装置を組み合わせることにより、実施設計（試設計）を行

った。具体的な3階建事務所棟の建築計画を対象として、ダンパーの配置計画、減衰性能の解析評

価、地震時の時刻歴応答解析など実施設計に必要な全ての検討を行った。解析検討結果については、

東京都市大学大学院修士課程の学生諸君が修士論文としてまとめており、今後の参考資料として役

立つと期待している。一連の試設計を行うに際し、東急建設株式会社と東京都市大学はクロスアポ

イントメント業務契約を締結し、解析ソフトの移植、サーバコンピュータの構築、構造設計部員へ

の技術指導などを同時並行的に行った。 

 

  

 

  
  



  

 
 

3年間の研究開発プロジェクトは、当初の目的を十分達成する成果を上げた。ハード面の技術開

発は、新型のオイルダンパーと高軸力積層ゴム支承の2部材を開発した。ソフト面では、解析用ソ

フトの開発にとどまらず、ダンパー配置の最適化、実施設計への応用、構造計画の立案など重要な

設計ノウハウを共同開発者である東急建設建築設計本部構造設計の担当者に技術指導を行った。 

この技術開発の成果は、我が国の建築耐震構造を大きく向上させることができる実用化直前の技術

である。今後は、是非とも本学の研究成果として、安心安全な社会の実現のために社会還元してほし

いと強く希望するものである。 

 

2020年4月10日   

   

東京都市大学 工学部 建築学科 

研究代表    西村 功    
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1.1 研究背景 

・1980 年以前の耐震工学における減衰の考え方 

  現行の建築基準法に規定されている保有耐力設計法は、日常的に行われている構造設

計法であるが、施行されたのは昭和 56 年（1981 年）のことである。この設計法の概要

について述べることは、本報告書の趣旨ではないので割愛するが、この設計法の中で唯

一、建築構造物の減衰性能について規定されている部分が「構造特性係数」、あるいは通

常、「Ds 値」と呼ばれている係数である。Ds 値は、構造物の減衰性能などを勘案して大

地震（二次設計）の際に、計算上の地震力を低減する係数として理解されている。 

  例えば、減衰性能や塑性変形能力がほとんどない弾性構造物の場合は、Ds 値は 1.0 で

ある。一方、柱や梁の塑性変形能力に十分な余裕があり、大地震の際にも倒壊しないと

きは、その変形能力や減衰性能の大きさに応じて、Ds 値は小さくなる。Ds 値の具体的な

値は、建築基準法に規定されているが、最低値は鋼構造では 0.25、鉄筋コンクリート構

造でも 0.30 である。この値は、一次設計の地震外力の 1 階部分における設計用せん断力

の比率（これをベースシア係数と呼ぶ）の最低限が 0.2 であることと関係している。 

  以上のように、1981 年よりも古い建築構造工学においては、振動工学においてさえ、

減衰性能を定量的に評価することは行われていなかった。そして、構造工学（耐震工学）

の主要テーマである保有耐力設計が施行されてからは、新しい研究分野を求める気運が

少しずつ蓄積されていったのである。 

 

・1986 年から 1995 年までの減衰装置の状況 

  建築基準法の大規模な改定後の建築耐震工学分野の状況を一変したのが、1986 年から

突如として始まった「制震構造」の研究開発であった。京都大学名誉教授であった故小

堀鐸二博士が、鹿島建設の研究室に副社長として移籍した後、振動制御理論を応用した

建築構造物の能動型制御システムの研究論文を発表した[1]。これが端緒となって、日本

中でアクティブ動吸振器の研究とパッシブ型制震構造システムの実用化研究開発が始ま

った[2,3,4,6]。当時の日本建築学会の年次大会における制震構造関係論文の急増は、免震

構造の研究論文を凌ぐものがあった。時を同じくして、1988 年東京と京都で第 9 回世界

地震工学会議が開かれ、制震構造については、Special Theme Session が開かれ小堀博士

による基調講演が研究開発を加速することとなった。当時は、建築振動工学においては 2

階常微分方程式（多質点系）で、材料非線形のみを考慮して地震応答解析することが普

通に行われていた。減衰については剛性マトリクスあるいは質量マトリクスに比例した

減衰項でモデル化することが何の疑いもなく行われていた。このため、減衰装置（オイ

ルダンパーやシリコンダンパー、あるいは金属摩擦を利用した減衰装置）は数多く考案

され、その多くは実建物に設置されて具体化されていった。シリコン系の材料を用いた

制震壁、オイルダンパーを筋交いの代わりに用いた減衰装置などが超高層建物などに盛

んに応用され、設置された[5,7,8]。当時は、新規プロジェクトが実用化された後は、地震



観測や竣工後の自由振動実験などを行うことが普通で、解析で予想された 10％を超える

ような減衰性能が得られると期待されていた。ところが、竣工後に行われた実験や観測

結果を見ると、固有周期周辺には明確なピークがあり、減衰性能は極めて小さかった。

例えば、同じ建物の東西方向と南北方向を比較して、減衰装置を設置していない構造構

面の方が伝達関数のピークが低い場合さえあったのである。これに対して、「主たる原因

は摩擦の影響によってオイルダンパーが作動するレベルに達していないからであり、大

きな地震が発生すれば必ず減衰性能が上昇する」という論文が数多く執筆された。結局、

学問的な原因究明が行われることなく、高減衰パッシブ型制震構造という分野が確立し

ていった[7,9,10]。 

 

・1995 年から 2010 年までの減衰技術と解析技術 

  1995 年 1 月 17 日の阪神淡路大震災（兵庫県南部地震）後、アクティブ型制震構造の

研究は急速に収束していった。一方で、パッシブ型制震構造は大地震に有効な技術とし

て、実用化が加速されていった[12]。鋼材の塑性化に伴うエネルギー吸収を利用した鋼材

ダンパーは、低降伏点強度の鋼材が開発されたこともあって、急速に普及していった

[11,13]。しかし、初期の制震構造が地震観測装置を設置することで性能の検証を行って

いたのと対照的に、1995 年以降の実用化研究では解析によって応答低減効果が確認でき

れば、実証研究を省略することが普通に行われていった。このため、「初期の研究開発段

階で疑問に思われた減衰効果が解析上の期待値を大きく下回ることは、別に気にするこ

ともない。大地震が発生すると必ず解析と同じような高減衰効果が得られる」と、多く

の構造関係者が信じるようになっていった[12,13,14]。こうした状況下で、減衰率が 50％

を超えるような「高性能な減衰装置」が開発され、数多くの実施建物に適応されていっ

たのである[9,10,12,13]。本研究代表者は、減衰装置を有する建築構造物の減衰性能評価

について疑問を感じ、もしも大地震の際にも減衰性能が発揮されなかったならば、我が

国に多数建築されている超高層建物の耐震性能が大きく損なわれることを危惧し、20 年

以上前に観測事実と解析モデルの相違についての理論研究を始めた。その後の理論研究

活動の結果、「大型の建築構造物に小型の減衰装置を設置することで減衰効果を高めるこ

とは、極めて困難であること」等、重要な解析的予想を行った。また、減衰装置を建物

構造物に設置することで達成することのできる減衰効果には上限があり、その値は減衰

率にして約 18％であること、2 階の常微分法方程式のモデルでは振動解析モデルとして

妥当ではなく、少なくとも 3 階の常微分方程式を用いるべきであることなども指摘して

いる。特に、減衰率の増大と固有振動数の変化には一定の関係があり、振動数の変化を

伴わずに減衰率のみを 50％も増大させることは不可能であることが理論的に明らかとな

った。これらの研究成果は文献 16，18 にまとめられている。しかしながら、減衰装置を

設置しても効果が少ないという文献 16，18 の学術論文の結果は、ほとんど顧みられるこ

とがなかった[14]。そして、2011 年 3 月 11 日を迎える。 



・2011 年以降の耐震工学における減衰装置の問題点 

  2011 年の東北大地震では、東京は震源域からは 500km 以上も離れていたにもかかわ

らず、大きな地震動が到達している。新宿地区における超高層建物にも、レトロフィッ

トで減衰装置を多数設置した超高層ビルがあった。しかし、どの超高層ビルも大きく振

動したことは報道機関の動画や Youtube でも確認することができる。結局、減衰装置は

大きな地震動でも解析予想どおりの効果が、全くと言っていいほど、得られなかったの

である。減衰装置を設置して耐震補強を行った建物の中には、構造体が大きく損傷した

建物も多い。しかし、残念ながら詳細なデータは公開されていないのが事実である。 

  この地震以降、減衰装置を設置して減衰率が 10％を超えるような解析予想をした論文

は皆無である。本研究代表者は、減衰装置が解析通りの性能を発揮できなかった理由を

明らかとした[16,18]。それは、解析モデルが実際の建物モデルと異なっていたからであ

る。正しい解析モデルは、大型の建物構造と小型の減衰装置の相互作用を考慮すること

で初めて得られる。正確な振動現象を再現することのできる解析モデルを使って、減衰

性能を高める構造システムの研究を進めているうちに、積層ゴムと減衰装置を組み合わ

せて利用すると、大きな減衰効果を得ることができることが分かってきた。この理論研

究は、2011 年から 2014 年にかけて、科学研究費の研究助成を受けた理論研究の成果で

ある。理論研究成果は、東京都市大学西村功が発明者となり、五島育英会が職務発明と

して継承し、出願人となって知的財産権の特許申請を行った（2014 年）。この発明の名称

を「部分免震構造」と呼び、2017 年には特許として登録されている。 

  以上が 2017 年 4 月までの研究背景である。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 部分免震構造の概念図 
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1.2 研究目的                                                                                                                                  

・本研究課題の目的 

  2017 年度より開始された、東急建設株式会社と東京都市大学の連携研究課題である「高

減衰制震構造システムの研究開発」は、20 年に渡る理論研究、実験研究、ならびに登録

知的財産権を活用した実用化技術の開発プロジェクトである。研究背景については、詳

細な歴史的研究経過を既に述べた。 

  3 年間の研究期間内に、理論研究成果を応用した鋼構造 4 層柱梁骨組み構造（1/3 スケ

ール）を試設計し、東急建設技術研究所の大型振動台にて性能確認実験を行う。この振

動台実験は、新理論による建築振動工学モデルを実証する初めての実験研究である。既

往の振動理論では、短周期（５Hz の高振動数）の構造物に 10％を超えるような減衰率

を付与することは小型振動モデルでも不可能であった。4 層の高振動数（3Hz 以上）の構

造物に 10％を超える減衰率を実装できれば、新理論の正しさを実証することができる。

実証実験の後、実用化を目的とした部材開発（積層ゴム支承と高減衰オイルダンパー）

をメーカと共同して行い、さらに東急建設構造設計部と実施設計を行い、実際の建築物

に適応することが最終的な目標である。 

 

・「部分免震構造」の研究成果と本研究課題の位置づけ 

  研究背景で述べたように、本研究課題の最終的な目的は、西村研究室で長年にわたり

行ってきた減衰装置に関する理論研究成果を、実用化することである。理論研究成果は、

職務発明として五島育英会が知的財産権「部分免震構造」を継承しており、この発明を

実用化することでもある。「部分免震構造」を実用化するとは、実施設計用建物に適応す

ることを意味している。このためには、部分免震構造で必須の構造部材である、積層ゴ

ムと減衰装置を実用化することが必要条件となる。理論研究成果を実用化する際には、

どのような学術研究成果であっても、大きな障壁が存在するものである。特に、実用化

の技術開発は、製造技術を有するメーカの信頼を得ることが重要であり、東急建設、東

京都市大学、協力企業、各参加組織の相互理解と協力が是非とも必要である。  

  西村研究室では、4 年前（本研究課題の開始前）より、私的な研究会を定期的に開催し、

新型の免震構造、高減衰の制震構造について、理論研究と実験研究を実用化する試みを

続けてきた。その研究会では、大手設計会社、建設会社、機械メーカ、材料メーカ、大

学研究者など、建築構造分野の専門家を招聘し、理論研究成果を実用化するための情報

の共有と会員相互の信頼を構築するための活動を行っている。現在も定期的に研究会を

開催している。 

  この研究会活動を通じて、協力企業を募り、本研究課題で実用化を目指す建築構造を

実現するための「積層ゴム」の試作を委託する製造メーカを選定することとなった。本

年度の研究成果である積層ゴム支承の実用化を目的とした試作と工場での性能確認実験

は、この研究会活動を通じて行われたものである。 



・3 年間の研究計画、初年度、２年度、最終年度の研究経過  

  本研究課題の当初に作成した研究計画（研究工程）、ならびに、初年度、本年度、最終

年度の研究計画工程表を示す。 3 年間の共同研究を終了した 2020 年 3 月現在、実証研

究、構造部材（積層ゴムと減衰装置）の技術開発、実施設計、解析プログラムの整備、

など当初予定していた全ての技術開発（振動台実証研究を含む）が終了した。  

当初の研究開発計画では、最終年度に開発したダンパーと積層ゴム支承を用いて実施

設計（試設計）を行うこととなっていた。そこで、具体的な 3 階建事務所建築を対象と

した実施設計案を取りまとめた。開発したダンパー、積層ゴム支承は、いずれも、この

事務所建築棟に応用できるスペックを満たしている。試設計を行うことにより、免震構

造以外の構造形式でも、15％の減衰定数を有する本格的な「高減衰制震構造」が実現可

能であることが示された。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



研究開発工程表 

１. 計画表（３年間の研究計画）  

大項目 中項目 
H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年以降 

H29.6 H30.3 H30.4 H31.3 H31.4 H32.3 H32.4 

I 振動台実験 

1.1 試験体の検討 

 

１：解析 

２：設計 

３：製作 

 

       

I 振動台実験 

1.2 実験の実施 

 

１：計画 

２：実施 

３：検討 

４：発表 

       

II 部材開発 

2.1 基本性能の 

解析 

 

１：仕様 

２：解析 

３：選定 

               

II 部材開発 

2.2 試作と製品化 

 

 

１：試作 

２：製品化 

３：評定 

  

 

 

 

 

      

III 実用化検討 

耐震補強実施設計 

 

１：選定 

２：検討 

３：解析 

４：実施 

 

       

   

 

試験体製作 

 仕様の決定 

 研究論文の発表 

部材性能認証の取得 

耐震補強実施案件の選定 

 振動台実験 
 試験体検討        

目標性能の設定 

部材仕様の決定 

試験体の同定 

メーカの選定 

実験計画立案 

 試験体検討        

事前検討 解析予想 

 メーカーの選定 

 部材の設計 

積層ゴム部材の製作 

試作品の実験 

積層ゴム部材の必要性能 

耐震補強実施案件を対象とした構造設計技術の開発と技術展開 

部材性能認定取得に向けた検討と製品の製造 

知的財産権の通常実施許諾契約の締結 

耐震補強実施設計と効果の把握 

耐震補強実施案件を対象とした解析と実施設計 



研究開発工程表 
２．計画表（平成 29 年度の計画）  

大項目 中項目 
H29 年度 

6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 

I 振動台実験 

1.1 試験体の検討 

 

１：解析 

２：設計 

３：製作 

 

          

I 振動台実験 

1.2 実験の実施 

 

１：計画 

２：実施 

３：検討 

４：発表 

          

II 部材開発 

2.1 基本性能の 

解析 

 

１：仕様 

２：解析 

３：選定 

          

II 部材開発 

2.2 試作と製品化 

 

１：試作 

２：製品化 

３：評定 

  

 

 

 

 

         

III 実用化検討 

耐震補強実施設計 

１：選定 

２：検討 

３：解析 

４：実施 

 

          

 

試験体製作 

 仕様の検討 

耐震補強実施案件の選定 

 試験体検討        

目標性能の設定 

メーカの選定 

実験計画立案 

 試験体検討        

事前検討 解析予想 

 メーカーの選定 

 積層ゴム部材のプロトタイプ基準性能の決定 

積層ゴム部材の必要性能検討 

試験体発注 

試験体納入 

試験体の振動数計測 事前解析検討 

 試作品の製作発注 

耐震補強実施設計検討 

実施設計の要求性能決定 

 試作品製造 



研究開発工程表 
２．計画表（平成 30 年度の計画）  

大項目 中項目 
H30 年度 

4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 

I 振動台実験 

1.1 実験の実施 

（東急建設技術研究所） 

１：準備 

２：実験実施 

３：データ整理 

 

          

I 振動台実験 

1.2 実験結果の検討 

（西村研究室） 

１：結果の検討 

２：解析との比較 

３：部材開発 

４：発表 

          

II 部材開発 

2.1 積層ゴム支承の 

製造・委託実験 

（株式会社モルテン） 

１：仕様 

２：解析 

３：委託実験 

          

II 部材開発 

2.2 オイルダンパーの 

基本性能検討 

（西村研究室・技術研究所） 

 

１：仕様 

２：実験結果検討 

３：メーカ選定 

  

 

 

 

 

         

III 実用化検討 

耐震補強実施設計 

（東急建設構造設計部） 

１：選定 

２：検討 

３：解析 

４：実施 

 

          

振動台実験実施 

 仕様の検討 

加振実験検討 
 論文執筆        

 プロトタイプ発注 

 プロトタイプ積層ゴム支承の試作 

事前解析との比較検討 

プレス発表 

17回日米設計競技会国際会議 

 ダンパ必要性能の見直し 

 ダンパ仕様の決定 

10/31 モルテン工場試験 

事前解析との比較検討 

 委託実験の実施と報告書作成 

 製造メーカーの選定作業 

報告書提出 

報告書提出 

 実施案件の選定作業 

 仕様の決定と見積作業 



研究開発工程表 
２．計画表（平成 31 年度の計画）  

大項目 中項目 
H31 年度 

4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 

I 振動台実験 

1.1 実験の実施 

（東急建設技術研究所） 

１：準備 

２：実験実施 

３：データ整理 

 

          

I 振動台実験 

1.2 実験結果の検討 

（西村研究室） 

１：結果の検討 

２：解析との比較 

３：部材開発 

４：発表 

          

II 部材開発 

2.1 積層ゴム支承の 

製造・委託実験 

（株式会社モルテン） 

１：仕様 

２：解析 

３：委託実験 

          

II 部材開発 

2.2 オイルダンパーの 

基本性能検討 

（西村研究室） 

（株式会社三和テッキ） 

 

１：仕様打合 

２：製作 

３：性能確認試験 

  

 

 

 

 

         

III 実用化検討 

耐震補強実施設計 

（東急建設構造設計部 

・西村研究室） 

１：選定 

２：検討 

３：解析 

４：実施 

 

          

 工場試験  ダンパの仕様検討 

 製造メーカーの選定作業 

 実施案件の選定 

 ダンパの設計・製作 

 改良 
 確認試験 

 性能解析 

 実施設計（試設計）と減衰性能の解析予想 

 ダンパ配置位置の検討  時刻歴応答解析  最適減衰係数の算定 

報告書提出 

報告書提出 

 3 階建研究棟に決定 

 ダンパの仕様決定 

 データ整理 
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2.1    初年度（2017年度）の研究成果 

・4層鋼構造試験体の設計と事前解析 

  初年度は、2018年度の振動台実験の実施に向けて、4層鋼構造試験体の設計を行った。

目標とする減衰効果を 10％以上とすると、減衰装置の設置後の固有振動数の変化は 25％

以上必要となる。これを実現するためには、固有値解析を行って事前に解析検討をする

必要がある。鋼構造試験体では固有振動数が 4～5Hz前後となることが通常であり、この

ような高振動数の構造物に 10％を超える減衰率を付与することは通常の試験体では不可

能である。この意味でも、本実験研究における振動台実験は実証実験として適切な実験

研究となった。 試験体の形状は、図１に示すような 4 層の柱梁骨組みであり、全接合

部は高力ボルト接合とし、柱梁の部材には同サイズの溝形鋼を用いた。試験体の詳細に

ついては、添付資料（英文論文ならびに宗形君の修士論文）を参照されたい。 振動台

実験を行う東急建設技術研究所の大型振動台では、積載荷重 20トンが限界である。そこ

で、試験体総重量を 15トン前後として、固有振動数が 4Hz前後となるように試験体の水

平剛性を決定した。また、実用化を目指した研究であるため、4層程度の多層骨組みを想

定した。これらの必要事項を満足するように、試験体の形状をスタディし、かつ、「部分

免震構造」としての積層ゴム支承と減衰装置についても検討を行った（図２）。  

  実験で用いる積層ゴム支承についても、別途、事前解析検討と株式会社モルテンにて

工場出荷試験を実施して、性能を確認している。図４には、本実験で用いた積層ゴム支

承の形状、ならびに仕様を記載する。一方、減衰装置については、KYB 製のバッファ型

オイルダンパーをカタログから選定した（図３）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 4層鋼構造試験体の軸組 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      4層鋼構造試験体の事前検討用フィードバックモデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ２  フィードバック制御を応用した解析検討 
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図 ３  KYB製 オイルバッファの仕様（KB50－100） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ４  小型積層ゴム支承の形状（特注品） 

 

 



・4層スチレンボード試験体による小型振動台実験 

  4層鋼構造試験体を振動台実験する前に、同じ形状の 4層スチレンボードの小型試験体

を用いた小型振動台実験を実施した。この小型モデルによる実験の目的は、ダンパーの

減衰係数を変化させることで固有振動数も変化することを、振動実験によって検証する

ことである。「部分免震構造」では減衰率と固有振動数の変化が独立ではなく、一定の関

係をもって変化することが解析的に予測されていた。高減衰制震構造を実現するために

は、この原理を応用することが前提条件となる。すなわち、減衰率を高めるためには、

固有振動数の変化を大きくする必要があるのである。 この原理がスチレンボードの小

型模型でも実現できなければ、4層の鋼構造モデルであっても高減衰を達成することはで

きない。スチレンボード製の模型は、全部で 3 体製作し、減衰係数の異なる模型ダンパ

ーを取り換えることにより、共振曲線の違いを実験によって確認した。得られた共振曲

線は、新理論で予測した変動を実証するものであった。これらの結果を図６に示す。共

振振動数の変化は減衰率の変化は、新理論で予測した理論式によって説明できることも

実証された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ５  4層鋼構造試験体に対応した 4層スチレンボードモデルの事前解析  
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写真 １ スチレンボード製 スタディモデルと模型減衰装置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ６  減衰係数をパラメータとした場合の固有振動数と減衰率の変化 
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・実施設計に用いる積層ゴム支承の解析検討  

 本研究課題は、新理論に基づく高減衰建築構造の実用化を目的としている。従って、理

論解析を振動台実験で検証することは研究目的の最終目標ではない。実証研究と同時に、

実用化に必要な部材の開発も行う必要がある。特に、大きな鉛直軸力を支持しながら、水

平剛性は極めて小さい積層ゴム支承の開発が必須である。しかし、高性能の積層ゴム支承

（低価格でもある）を開発するには、まず、解析検討を行う必要がある。愛知工業大学の

鈴木研究室には、解析検討を委託し、幾何学的非線形を考慮した積層ゴム支承のプロトタ

イプについて多数のパラメータスタディを行った。その解析データを基に、最適な形状の

積層ゴム支承を選定し、部材開発を行う製造メーカの選定作業を行った。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ７  事前解析検討による積層ゴム支承の形状検討 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



2.2    ２年度(2018年度)の研究成果 

・1/3スケールの 4層鋼構造試験体を用いた地震波振動台実験の実施 

  平成 29 年度に設計ならびに解析検討を行った 4 層鋼構造試験体を平成 30 年度は東急

建設技術研究所大型振動台を用いて実証試験を行った。この振動台実験の目的は、提案

している高減衰・制震構造システムが解析通りの性能を発揮するかどうかを確認するこ

とが第 1 の目的である。また、理論解析で提案した「フィードバック理論を応用した時

刻歴応答解析結果は、実験結果を高精度で検証できるのか？」を実験により実証するこ

とも第 2の目的である。 

実験は、平成 30年 8月、予定通り東急建設技術研究所にて実施された。実験結果の詳

細は、参考資料（東急建設技術研究所の実験報告書）を参照されたい。また、解析検討

による実験結果とフィードバック制御理論を応用した解析検討結果との整合性について

は、参考資料（本学大学院修士論文：宗形武弥君）に検討結果が纏められている。振動

台実験による加速度応答データは、事前に行った理論解析通りの結果であり、解析手法

の妥当性と新理論を基にした「部分免震構造」の減衰性能が実証された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 写真 ２ 東急建設技術研究所で行われた 4層鋼構造新型制震構造システム振動台実験 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ８ 加振実験の一例（RFL階、加速度、タフトEW,25cm/sec 入力） 

 解析結果と実験結果の比較（赤：解析、青：実験結果） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



・プロトタイプ積層ゴム支承の性能確認実験概要 

 本研究課題では理論研究成果を実建物の構造システムとして実用化することが最終的な

目的である。そのためには、実大建築物を対象とした部材開発を行う必要がある。必要な

部材は 2種類である。1つは、高軸力を支持することのできる積層ゴム支承であり、2つ目

は高減衰オイルダンパーである。 

本年度は、高い軸力を支持し、±100ｍｍの水平変形能力を十分に満足する小型高性能の

積層ゴム支承を開発した。この部材開発に先立ち、平成 29年度は、愛知工業大学での解析

検討を行っている。多数の非線形座屈を含む復元力特性の解析検討結果を参照し、プロト

タイプ積層ゴム支承の形状を決定した。実際のプロトタイプ積層ゴム支承の形状を図 7 に

示す。 

研究代表者が主宰している新型免震構造研究会に参加している協力企業である「株式会

社モルテン」に試作品の製造と実験の委託を行った。同社の広島県にある高陽工場にて、

500 トンの鉛直軸力を載荷した状態における水平方向の加力実験を実施した。実験結果は、

昨年度の解析検討結果どおり、十分に実用化に適した性能であることが実証された。実験

の結果、鉛直軸力 500トンを載荷した状態で、水平変形量±100ｍｍの繰り返し載荷後も部

材の損傷は全く認められなかった（写真 3）。実験結果は、参考資料（株式会社モルテン、

実験報告書）を参照されたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 ３  株式会社モルテン 広島高陽工場で実施した性能確認実験 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ９ プロトタイプ積層ゴム支承の性能確認実験  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



・国際会議における研究論文の発表 

  本研究開発課題は、既往の高減衰制震構造と一線を画す理論体系に基づいており、教

科書的な振動解析モデルでは建築耐震構造の正しいモデルを作ることができないという

認識に基づいている。減衰装置という規模の小さい装置が、建築構造のような大規模な

構造物内部に設置されたときには、両者の相互作用を考慮したフィードバック理論に基

づく解析モデルを構築する必要がある。 

  この点を理論的に詳細に解析し、この理論モデルを今回の共同研究課題である 4 層鋼

構造試験体に応用した場合の解析検討結果を、2018 年 11 月にニュージーランドにて開

催された第 17回日米-NZ構造設計協議会にて発表した。この国際会議の日本側事務局は、

日本建築構造技術者会議が当初より行っており、米国の ATC（Applied Technology 

Council）が米国側の窓口である。発表論文は、本報告書の参考資料として添付した。 

  小職は、日本建築学会 和田元会長、国土交通省建築研究所 緑川教授のセッション

チェアーを務めた。（図 10） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   図 1０ 第 17回日米設計協議会国際会議のセッションにて研究成果を発表  

 

 

 

 



・新聞発表等のマスメディアへの発表 

  東京都市大学広報を通じて、東急建設技術研究所の大型振動台実験の内容をプレス発

表した。多くの業界紙に取材を受け、本研究課題の実用化を数年後に行う予定で、実用

化を加速していること、従来技術を大きく上回る減衰性能を実現し、長周期地震動に対

する有効な技術となること、など現在の技術開発状況をマスコミで紹介した。本報告書

冒頭で述べたとおりである。プレスリリースの詳細は、本報告書の添付資料に掲載した。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 ４   2018年 8月 31日 技術研究所における公開実験の様子 



2.3 最終年度（2019年度）の研究成果 

・プロトタイプ油圧ダンパーの設計、製造、性能確認実験 

 本研究課題の高減衰制震構造を実現するためにもう一つ重要な部材である高減衰オイ

ルダンパーの開発を、最終年度である 2019 年度に行った。理論研究の結果、従来のパッ

シブ型オイルダンパーとは全く異なる性能が必要であることが判明している。それは、次

の 2点である。 

 

１．オイルダンパーに必要な軸剛性 kd は、3階以上の建物規模であれば、固有周期によ

らず、500 KN/mm以上が必要である。 

２．オイルダンパーの最適減衰係数 Coptの値は、建物規模、ダンパーの配置、ダンパー

の設置個数などに影響されず、もっぱら構造物の一次固有振動数ωo のみに依存し

ており、その値はほぼ次式で推定できる。 

𝜔𝑜𝑐𝑜𝑝𝑡 = 𝑘𝑑                    (1) 

 

低層建物の場合、オイルダンパーに必要な軸剛性と減衰係数は、それぞれ 500 KN/mm

と 50 KN sec/mm 程度である。 この値は、建物規模、ダンパーの配置計画、ダンパーの

個数、等には影響されないため、工場出荷試験は、建物形状や規模と無関係に実施するこ

とができる。この点は、ダンパーなどの製品検査を客観的に行うために極めて重要な発見

であった。従来は、建物規模やダンパーの配置計画によって、減衰係数は大きく影響され

ると考えられており、工場出荷試験には構造設計者の指示や図面で示された仕様を守って

生産管理をしなければならなかったからである。 

さらに、第 2 項目は従来のパッシブ型制震構造で使われてきたオイルダンパーの最適減

衰係数が超高層建物の場合 50 KNsec/mm 程度であったことを考えると、500 KNsec/mm

という値は極めて大きいと言わざるを得ない。これは、本研究課題である高減衰制震構造

システムに限ったことではなく、普通のパッシブ型減衰装置でも成り立つ条件である。 

パッシブ型減衰装置が解析予想された性能を発揮できなかった最大の理由は、最適減衰

係数と実際に設置されたダンパーの減衰係数には 10倍ほどの開きがあったためである。こ

の違いは、建物構造物に減衰装置を設置したときの数学モデルが、実際の構造モデルと大

きく異なっていたために生じた。本年度の研究成果である「フィードバックを考慮したパ

ッシブ型制震構造理論」を基にした時刻歴応答解析プログラムでは、この問題を克服する

ことができる。 

本研究課題で試作した圧縮型オイルダンパーの形状を図１１に示した。圧縮型のオイル

ダンパーを採用した理由は、施工性の高さにある。引っ張り軸力と圧縮軸力の両方を扱う

ダンパーの場合、クレビスやユニバーサルジョイントなどの工夫が必要であり、必然的に

施工精度を高める必要があった。しかし、圧縮ダンパーの場合は、接合部は存在せず、面



と面の圧縮力のみで応力伝達が行われる。1 ループで消費するエネルギーが等しくなれば、

エネルギー消費量は同じであり、両効きの通常ダンパーと比較して、圧縮片効きダンパー

を使用しても減衰効果には何も変わりがないことが数値解析結果から判明している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１１  圧縮型オイルダンパーの原理図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 ５   圧縮型オイルダンパーの工場試験  



・フィードバックを考慮した時刻歴応答解析 

  本研究課題では、積層ゴム支承とオイルダンパーという 2つの構造部材を技術開発し

た。しかし、実施設計を行うためにはソフトの開発も必要である。既往研究では、アク

ティブ型制震構造とパッシブ型制震構造は、全く無関係の技術と考えられてきた。しか

し、パッシブ型制震構造のモデル化を正しく行うためには、構造物の動特性を正しくモ

デル化する必要のあることが明らかとなった。従来の数学モデルでは、建築振動を正し

くモデル化できていなかったのである。 

  研究成果の重要な項目の一つは、解析プログラムである。「フィードバックを考慮し

たパッシブ制震」の理論的な解説は、第 1 章、第 1 節、文献 16，18 に詳しく述べてい

る。これらの理論を基に作成した時刻歴応答プログラムの全ソースファイルを添付資料

に示す。Linux系の OSで起動する PC に Fortran のコンパイラーをインストールし、

ソースファイルをコピーすれば、誰でも正しい数学モデルで時刻歴応答解析ができる。 

  東急建設建築設計本部の構造設計部員を対象として、解析プログラムの使用方法、ダ

ンパーの最適配置検討方法などについて、技術指導を行った。実施設計建物を対象とし

た具体的な計算方法や、構造計画方法などを指導し、その他の建物形状でも柔軟に、制

震構造技術を用いることができるように、現在も技術指導を継続している。 

  図１２には、Linux系 OSを用いた計算ソフトの出力の一例を示す。「フィードバック

を考慮したパッシブ制震」の理論モデルは、図 12 に示すブロックダイアグラムを具体

的にプログラム化したものである。建築構造解析のプログラムに現代制御理論の考え方

を導入したもので、今後は研究会（著者が独自に開催している研究会、第三章参照）を

通じて、広く情報を開示する予定である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１２ フィードバックを考慮した解析プログラムの出力例 



・クロスアポイントメント業務と解析指導 

 2019年 11月より東急建設株式会社と東京都市大学は、本研究成果を実用化するための

継続的な技術開発活動として、クロスアポイントメント業務契約を締結し、研究成果の実

用化を加速することとなった。本研究代表者である西村は、定期的に（月 2 回のペース）

で東急建設技術研究所に出向き、解析ソフトのサーバーコンピュータへの移植作業、解析

ソフトの使用方法と高減衰制震システムを用いた構造計画の具体的な手順に関する技術

的な指導、実施設計における注意点など、実用化に向けた具体的な技術支援を開始した。 

 写真６は、クロスアポイントメント業務の一環として、上記の技術支援を行っていると

ころである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 ６  クロスアポイントメント業務による技術支援 

 

 

 

 

 

 

 

 



・3階建事務所建築を対象とした実施設計 

  具体的な 3階建て事務所建築を対象として、構造計画と実施設計レベルの解析検討を

行うこととなった。想定した建築計画を表１に示す。想定建物の建築計画コンセプトを図

１３に示す。 この建築計画（建物規模、ダンパー配置検討、必要性能、など）を基に、

構造計画の概要を立案した。詳細な検討については、添付資料（大学院修士論文：倉持代

梧郎君）を参照されたい。 また、第三章に構造図面、具体的なダンパー配置などの抜粋

を記載した。 研究成果の具体的な内容は、第三章と添付資料を参照されたい。 

 

表 １  想定建物概要 

用途 事務所ビル 

階数 地上 3階 

建築面積 720m2 

延べ面積 2160m2 

建物高さ 12.0 m 

建物重量 3000 ton 

構造種別 RC 造 

基礎種別 べた基礎 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 １３  建築計画概要（コンセプト） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１４ 高減衰制震構造システムを組み込んだ 3階建事務所棟構造計画 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 三 章 

 

 

技術開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



3.1     実用化の現状 

・プロトタイプ積層ゴム支承の試作と品質管理（株式会社モルテン） 

    第 2章の研究成果で述べたように、既に、製品化を目標としたプロトタイプの試

作に成功している。来年度以降の実施設計段階にあるため、株式会社モルテンとは

既に、積層ゴム支承の実施販売前に知的財産権を持つ五島育英会と実施許諾契約を

締結した。現在、制震構造の減衰装置については品質管理が社会問題化している。

本プロジェクトで開発している積層ゴム支承あるいは、減衰装置については建物の

設計ごとに異なる部品を調達するという過去の設計手法を見直し、オイルダンパー

や積層ゴム支承などの主要な部品については、一種類の製品のみを大量生産したう

えで、品質管理を徹底するという方法を提案している。品質管理の手法を簡素化す

る以外に、品質管理を徹底する方法が無いと考えているからである。 

    株式会社モルテンと東京都市大学は既に、本技術に関する知的財産権の通常実施

許諾契約を締結しており、高減衰制震構造システム用の積層ゴム支承についても実

用化に対応した契約関係が既に構築されている。 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    図 １ 製品化された高軸力積層ゴム支承の詳細（1000トンの耐荷重がある） 

  



・オイルダンパーの試作と実験の委託（株式会社三和テッキ） 

 最終年度の 2019 年度には、三和テッキ株式会社の宇都宮事業所にて、高減衰制震

構造システムに特化した、圧縮型オイルダンパーの技術開発を行った。このダンパー

は比較的低層（建物固有周期が 1秒以下）の建物を対象とした汎用性のある非線形オ

イルダンパーである。 図２には、開発中のオイルダンパーの外形図を示す。図３に

は、圧縮型オイルダンパーの概念図を示す。最終的な仕様を表１に示す。  

 このダンパーの特徴は、軸剛性が高いことである。目標とした軸剛性は 500 KN/mm

である。これに対して、2020 年 1 月に行った工場試験結果を、愛知工業大学鈴木研

究室にて解析検討した。（添付資料に報告書を掲載している。）その結果、軸剛性は実

験を行った全振動数領域において、800KN/mmを超える値を確認している。 

 これに対し、最適な減衰係数は目的の建物固有振動数領域であれば、ほぼ

100KNsec/mm 程度となる。1 月の工場試験結果については、減衰係数（1 次）の値

につても愛知工業大学鈴木研究室で解析しており、目標の 100KNsec/mm程度の値を

確認している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ２  ダンパーの基本特性 

 

 

  



 

    表１ 試作を行った圧縮型ダンパーの目標性能    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 圧縮型オイルダンパーの作動状況 

 

 



・3階建て事務所建築を対象とした実施設計への適応検討 

 技術開発した「高減衰・制震構造システム」を実際の建築建物に適応した場合の具

体的な設計例があると、今後の実用化に道筋をつけることができる。本研究開発の最

後の目的も、最新の研究結果を社会還元することにある。 

 3階建て事務所建築を想定し、この建物に本技術開発の成果を応用し、試設計を行

った。概要をここに記載するが、本学建築学専攻修士論文（倉持大梧郎君）に詳細な

検討結果が記載されている（添付資料参照）。 

  

 

 

 表２ 建物概要（3階建て事務所ビル） 

用途 事務所ビル 

階数 地上 3階 

建築面積 720M2 

延べ面積 2160m2 

建物高さ 12.0 m 

建物重量 3000 ton 

構造種別 RC 造 

基礎種別 べた基礎 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ４  ダンパーと積層ゴムの配置計画 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ５   基準階平面図（梁伏せ図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ６     Y1 通り 軸組図 

 

 

 



3.2   実用化への展望 

・新型免震構造研究会（コンソーシアム）の概要と協力企業   

    西村研究室では、基礎研究成果を実用化するために、大学、製造メーカ、建築設

計事務所、建築会社、を主たる構成団体とする研究会を組織し、活動を行ってきた。

この研究会の活動目的は、大学における基礎研究成果の社会還元であり、図７に示

すような相互の信頼と情報の共有を円滑に行うことを目的としている。 

     

       表 ３ コンソーシアムに参加している企業と参加者（一部）   

     ・東急建設株式会社 技術研究所 所長 

     ・鹿島建設株式会社 建築設計本部 構造設計統括グループ 部長 

     ・株式会社 大林組 技術研究所 所長 

     ・株式会社 奥村組 技術研究所 所長 

     ・戸田建設株式会社 技術研究所 主幹 

     ・三菱地所設計株式会社 構造設計部 部長 

     ・大建設計株式会社 代表取締役 

     ・鉄建建設株式会社 専務取締役 

     ・住友化学株式会社 技術研究所 

     ・株式会社モルテン 広島高陽工場  

     ・愛知工業大学 工学部建築学科 鈴木研究室  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ７  コンソーシアム（西村研究室主催）の活動目的 



この研究会を通じて、三和テッキで行われた高減衰オイルダンパーの性能確認実験を

公開で実施し（2020年 3月 13日、宇都宮事業所）、研究会委員多数の参加のもと技術説

明会ならびに工場実験を実施した。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 １ 三和テッキ宇都宮事業所にて行われた高減衰オイルダンパーの公開実験説明会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 ２  公開実験に参加した研究会員 集合写真 



  
 

 
 

結     び 

 

 本研究課題である「高減衰・制震構造システム」の研究開発は、当初の計画通り全て終了した。 

本報告書の第1章において制震構造技術の歴史的発展経過を俯瞰したが、我が国における耐震構造技術の

歴史は、必ずしも一直線で発達したわけではなく、むしろ遠回りをして漸く現在のレベルにまで達したと

考えることができる。先人の様々な挑戦と失敗の繰り返し、そして、経験と知見の蓄積により、建物構造

物に減衰性能を付与することが如何に困難であるかが、やっと理解されるようになってきた。結果として、

『減衰性能を付与させるためには振動数も同様に変化させなくてはならない』という一般的な原理が認知

されるようになったのである。 

 本研究の成果を応用すると、免震構造にも最適な固有周期が存在し、その固有周期に設定したとき減衰

率が20％程度となり、長周期地震動にも対応することのできる免震構造が実現できる。このように、本研

究開発の意義は、「部分免震構造」という特殊な構造形式を実現するにとどまらず、もっと広い意味で建

築構造の減衰性能を正しく評価することが可能な「一般的な解析手段と技術的な手段」を確立した点にあ

る。近い将来、高減衰制震構造が実現されて、我が国の耐震構造そのものが大きく進歩することを期待し

て、3年間の研究開発を締めくくりたいと思う。 

 最後に、本プロジェクトを実施するにあたり、物心ともに多大なご支援をいただいた東急建設技術研究

所 沼上清所長に深甚の謝意を表します。 また、振動台実験の実施に当たり様々な技術的支援をいただ

いた豊嶋学グループリーダーに御礼申し上げます。 さらに、実用化部材である積層ゴム支承の非線形解

析検討と圧縮型油圧ダンパーの実験データ解析を担当した、愛知工業大学建築学科講師 鈴木敏志氏に

は、詳細かつ正確な解析検討を実施していただいた。 本研究プロジェクトは、鈴木研究室の研究協力が

なければ、これだけ短期間に実用化部材の開発は実現できなかった。ここに記して、その労を多としたい。 

 構造部材の開発においては、株式会社モルテンの全面的な協力を得た。広島高陽工場における1000トン

の鉛直荷重が載荷可能な二軸加力装置によって、高軸力積層ゴム支承の性能確認実験が行われた。実用化

プロジェクトにおいて、特に構造部材の場合は縮小モデルによる性能確認が普通である。実施設計に用い

ることのできるフルスケールの部材を製品開発するとともに、性能確認実験も含めた委託研究をご担当い

ただいた。 本研究開発へのご理解と多大なご協力をいただいた株式会社モルテンの小林俊彦取締役に

は、この場を借りて感謝を申し上げたい。 

 高減衰の非線形圧縮型オイルダンパーの実用化研究開発では、株式会社三和テッキの全面的なご協力を

いただいた。三和テッキ株式会社 新谷啓三執行役員には、技術開発の意義と実用化に向けた取り組みを

高く評価していただいた。同社宇都宮工場の技術陣の創意工夫によって、通常よりも一段と高い目標性能

を持つ高減衰オイルダンパーの新規開発を1年弱という短時間にて実現することができた。株式会社三和

テッキの関係各位に御礼申し上げたい。  

 

    
  



 
 

 
 

 

 小職が主催し、定期的に開催している研究会「淡広会」に参加し、多くの助言と指摘をいただいた研究

会会員の諸兄にも謝意を表したい。本研究の公開実験、工場試験、定期開催の研究会でのディスカッショ

ンなどを通じ、多くの有益なアドバイスや知見をいただいた。特に、三菱地所設計元専務取締役 深澤義

和氏、株式会社奥村組技術研究所 川井伸泰所長、鹿島建設株式会社 栗野治彦部長、株式会社日本設計 

小林秀雄執行役員、各氏には技術的に高い視点より有益なご意見を何度となく頂戴した。多くの指摘と厳

しいご意見は、本技術開発の様々な点に生かされている。多忙な業務の間、時間を割いて研究会にご参加

いただいた諸兄には、お礼の言葉もない。今後、技術開発成果の水平展開と普及に向け、研究会を通じて

さらなる情報発信を継続したい。  

 最後に、東京都市大学建築学科に在籍し、小職の研究室で、スチレンボードの模型製作と小型振動台実

験を担当した、多くの研究室学生諸君にも謝意を表したい。本研究課題の3年間にわたり修士課程に在籍

した 宗形武弥君、倉持大梧郎君、の二名は、本研究課題の実施に当たり多大な貢献をした。その研究成

果は本学大学院修士論文にまとめられている。 両君の修士論文は、実施設計の視点からも多くの示唆に

富んでおり、実用化と水平展開を希望する多くの構造技術者にとって有益な情報源となることを確信して

いる。 

 

 

令和 2 年 4 月 10日    

東京都市大学 建築都市デザイン学部 
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